Lion Office Products, Inc.

経　理　規　程
第１章　総則
（目的）
第1条 本規程は、会社のすべての取引を正確且つ迅速に処理し、会社の財政状態及び経営成績に関し真実・明瞭な報告を行うとともに、経営活動に計数的統制とその能率的運営を図ることを目的とする。
（運用）
第2条 会社の経理業務の処理は、この規程の定めるところによる。
2 本規程に定めのない事項および規程の運用または解釈に疑義のある場合については、経理責任者の指示に従うものとする。
（会計処理の原則）
第3条 会計処理は、General Corporation Law of California（カリフォルニア州一般会社法）、The Corporate Securities Law of 1968（1968年証券法）その他関連法規及び一般に公正妥当と認められる企業会計の基準並びに慣行に従うものとする。
2 会社が採用する会計方針は、経理管理責任者が立案し、取締役会の承認を得るものとする。

（会計年度）
第4条 会社の会計年度は、定款の定めるところに従い毎年1月１日より翌年12月31日までの１年間とする。
（会計単位）
第5条 当社における会計単位は、全社１つとする。
（経理管理責任者）
第6条 会社の経理管理責任者は、VP（取締役副社長）がこれに当たる。
（経理担当者）
経理管理責任者は、Accountant（経理担当者）を置くことができ、経理管理責任者が管理をする。（会計帳簿等の保存期間）
第7条 会計帳簿等の保存期間は、別途定める文書保存年限一覧による。
2 前項に定める帳簿の保存期間の起算日は、翌期首とする。
3 保存期間を経過した後、これらを廃棄するときは、経理管理責任者の承認を得る。
4 法律に基づき、電子媒体による保存ができる。
（機密保持）
第8条 経理内容は、経理管理責任者の許可なく他に漏らしてはならない。
（規程の改廃）
第9条 この規程の改廃は、取締役会の承認を得るものとする。（職務権限表に基づく）
第２章　勘定科目及び帳簿組織
（勘定科目）
第10条 勘定科目は、別に定める「勘定科目内訳書」による。
（勘定科目の改廃）
第11条 勘定科目の改廃は、経理責任者が決定するものとする。
（会計帳簿の備付）
第12条 財務部は、会計取引を記録する所定の帳簿を備えなければならない。ただし、電子媒体による備付にすることができる。
（会計帳簿の種類）
第13条 会計帳簿の種類は、次の通り定める。
イ）Trial Balance（試算表）
ロ）General Ledger（総勘定元帳）
ハ）Explanatory Journal（仕訳日記帳）
ニ）Auxiliary Book/Subsidiary Book（補助簿）
ホ）Chart of Accounts（内訳科目明細表）
（会計伝票の種類）
第14条 会計伝票の種類は、次の通り定める。
イ）Journal Slip/Journal Voucher（仕訳伝票）

（会計伝票の発行）
第15条 会社財産に増減移動が生じた場合、その他会計上の取引の発生の都度、経理担当者は証憑書類に基づいて発行された会計伝票に証憑書類を添付し経理管理責任者の承認を得る。
（会計伝票の承認と出納及び計上）
第16条 会計伝票には、原則として証憑書類を添付する。
2 会計伝票は、経理担当者が証憑書類に基づいて計上する。
（帳簿の照合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第17条 経理担当者は、毎月末日分が計上された後、総勘定元帳と補助簿とを照合する。
2 経理担当者は、各補助簿の残高と関連する個別管理資料とを照合する。
（帳簿の締切）
第18条 帳簿は毎会計年度末及び毎月末に締め切る。
（帳簿の更新）
第19条 帳簿は会計年度ごとに更新する。
第３章　金銭会計
（金銭の範囲）
第20条 金銭とは、現金及び預金をいう。
2 現金とは、通貨・小切手その他通貨と同一の性質のものをいう。
3 預金とは、当座預金・普通預金・定期預金等をいう。
4 有価証券（株式、公社債、出資証券等）の取扱は、金銭に準ずるものとする。
（金銭の出納と管理）
第21条 金銭の出納及び管理は、経理担当者が行い、原則として、通貨による支払いは行わない。
（金銭の収納）
第22条 金銭の収納に当たっては、会計伝票を速やかに作成し、証憑書類を添付して、経理担当者の承認を得るものとする。
（領収書）
第23条 収納に対しては所定の領収書を発行し、その控を保管する。但し、銀行振込による収納は、領収書の発行を省略することが出来る。
2 金銭の収納前に領収書を発行する必要がある場合は、経理担当者の承認を得てこれを行う。
3 金額を訂正したものは無効とする。
（支払）
第24条 経費の支払いに際しては、その支払いの当事者の立替払いとする。
2 立替えた当事者は、証憑書類に基づいて経費支払いの申請処理を行い、作成された書類により経理管理責任者の承認を得る。その後、経理担当者にてその経費を立替えた当事者宛の小切手を発行する。

3 経費の支払は、経理管理責任者の承認を得た後、経理担当者は小切手にて支払うものとする。また、必要に応じて上記以外の支払方法も可能とする。
（小切手）
第25条 小切手の振出及び小切手帳の保管は、経理担当者がこれを行う。
2 小切手の署名は、VPまたはその委任を受けた者の名義を以って行うものとする。
（相殺手続）
第26条 債権及び債務を両者合意の上相殺する場合は、原則として文書を交換するものとする。
（現金実査）
第27条 経理担当者は、収納された現金について、定期的に実査を行い現金実査リストと照合し、経理管理責任者に報告するものとする。
（残高照合）
第28条 預金については、毎月末日に預金照合表と帳簿を照合し、差額がある場合は、残高調整表を作成して経理担当者に提出する。同時に、差額の調査を行うものとする。
（金銭の過不足）
第29条 金銭の過不足を生じた場合は、経理担当者は速やかにその原因を明らかにし、その処置について経理管理責任者の指示を受けるものとする。
第４章　資金会計
（範囲）
第30条 資金会計において取り扱う範囲は、次の通り定める。
イ）資金の調達：新株発行・借入・社債発行等
ロ）資金の運用：銀行預金・その他
（担当者）
第31条 この章に規定する資金会計業務は、経理担当者が行うものとする。
（金融機関との取引）
第32条 金融機関との取引を開始または廃止する場合は、(株)ライオン事務器（以下親会社）への稟議手続きを経るものとする。（職務権限表に基づく）
2 金融機関との取引は、VPの名義に以って行う。但し、VPの承認により代理人を立てることが出来る。
（資金の調達）
第33条 資金の調達においては、「職務権限表」に基づく所定の手続きを経て経理責任者がこれを行う。
（余資運用）
第34条 余資運用は、取締役会で予め承認を受けた範囲内で経理責任者がこれを行う。
（保証契約）
第35条 当社が自己または他人のために第三者と保証契約を締結し、または、当社の財産を担保に差し入れ、もしくは第三者のための担保を提供する場合は、取締役会の承認を得るものとする。
（有価証券）
第36条 有価証券の取得・質入・貸付及び売却については、取締役会の承認を得るものとする。（職務権限表に基づく）
2 有価証券は、安全かつ確実に管理・保管し、適切な運用を図るものとする。
（有価証券の取得原価）
第37条 有価証券の取得原価は、購入代価に付随費用を加算した金額とする。
第38条 （有価証券の評価方法）　　　　　　　　　　　　　　　　　
第39条 時価のある有価証券の評価は、決算期末日の市場価格等に基づく時価法による。
2 時価のない有価証券の評価は移動平均法に基づく原価法による。
（債権の保全）
第40条 出資、貸付または保証を行った場合、経理担当者は経理管理責任者と連絡を密にし出資先、貸付先または保証先の内容・信用状態等を調査し債権の保全に努めなければならない。
第５章　棚卸資産会計
（範囲）
第41条 棚卸資産とは、商品及び貯蔵品をいう。
（管理責任者）
第42条 棚卸資産の管理責任者は、経理担当者　とする。
（管理）
第43条 棚卸資産の管理は、別に定める「棚卸資産管理規程」によるものとする。
（取得原価）
第44条 棚卸資産の取得原価は、購入代価に引取運賃・荷役費・運送保険料・購入手数料・関税等の付随費用を加えた金額とする。
（移動）
第45条 Purchasing Agent（業務担当者）は、伝票に基づいて棚卸資産の入出庫を行う。
（実地棚卸）
第46条 棚卸資産は、原則として毎月末営業日に実地棚卸を行うが、営業状況等により調整が出来るものとする。棚卸資産が、災害等の突発事故により重大な変化を生じたときには、取締役会の指示に従うものとする。
2 実地棚卸は、別に定める「職務チャート」（棚卸）によるものとする。

（評価）
第47条 棚卸資産の評価方法及び評価基準は、商品主として総平均法によるAverage 　　Cost Method（ACM、原価法）とする。
2 前項における収益性の低下による簿価切下げの方法の具体的な取扱いは、別紙棚卸資産管理規程を参照する。
（保険）
第48条 棚卸資産には、火災保険を付す。
第６章　貸借会計
（範囲）
第49条 貸借会計とは、売掛金・前渡金・長期前渡金・その他債権並びに、買掛金・前受金・長期前受金・その他債務を処理する勘定（以下貸借勘定という）に関する経理業務をいう。
（管理責任者）
第50条 貸借勘定の回収及び支払の管理責任者は、経理責任者とする。
（発生、消滅）
第51条 貸借勘定の発生、消滅、その他移動の原因となるべき取引または事由が生じた場合には、速やかに第15条（伝票の発行）に定める手続きを行う。
（売上計上基準）
第52条 会社の売上は「Invoice」発行時に計上する。

2 前項の具体的な取扱いについては「職務チャート」（請求処理）によりものとする。
（回収、支払）
第53条 売上債権については、その回収状況に注意し、確実に回収を行うものとする。
2 仕入債務については、債務確認の上、支払手続きを行うものとする。
（貸倒）
第54条 債権を貸倒として整理する場合は、書面で経過・顛末を報告し、取締役会の承認を得るものとする。
第７章　固定資産会計
（範囲）
第55条 固定資産会計とは、建物・建物附属設備・構築物・機械及び装置・車輛運搬具・工具、器具及び備品・土地・リース資産・建設仮勘定等の有形固定資産と、営業権・借地権・商標権・ソフトウエア・リース資産・ソフトウエア仮勘定等の無形固定資産をいう。
（管理責任者）
第56条 固定資産の管理責任者は、経理責任者とする。
（管理）
第57条 固定資産の管理については、別に定める「固定資産管理規程」によるものとする。
（台帳）
第58条 固定資産については、「固定資産管理規程」に基づき書類を備付けるものとする。
2 固定資産一覧には、物件毎にその取得年月日、種類、構造、用途、取得価額その他必要事項を記載する。
（取得価額）
第59条 有形固定資産の取得価額は、購入により取得した代価及び付随費用とする。
2 無形固定資産は、有償取得の場合に限りその対価を取得価額とする。
3 自社開発のソフトウエアは、合理的な算出方法にて取得価額を算出する。
（建設仮勘定）
第60条 有形固定資産のうち建設未了のもの、または購入した場合で付随費用の不明のものについては、建設仮勘定をもって処理し、その建設完了時または付随費用の確定時にそれぞれ各有形固定資産勘定へ振替を行う。
（取得、補修、売却等）
第61条 固定資産の取得、改良、補修、売却、除却、移管等については、所定の手続きを経るものとする。（職務権限表に基づく）
（資本的支出と修繕費）
第62条 資本的支出と修繕費との区分は、税法の基準によるものとする。
（減価償却）
第63条 有形及び無形固定資産はStraight-line Method（定額法）によるものとする。
第８章　投資会計
（範囲）
第64条 投資会計とは、投資の目的をもって所有する有価証券・関係会社の株式・社債・出資金・長期貸付金・敷金・預け保証金・その他長期前払費用等（以下投資等という）をいう。
（得喪）
第65条 投資等の増減移動については、「職務権限表」の定めるところによるものとする。
（管理）
第66条 投資等の内容を明らかにする書類を作成し、その個々につき増減移動を記録して合理的に管理を行うものとする。
（保全）
第67条 貸付金については、原則として担保を取得する。
（担保提供）
第68条 有価証券等を担保に供する場合は、「職務権限表」に基づく手続きを経るものとする。
（償却）
第69条 長期前払費用については、均等償却によるものとする。
第９章　デリバティブ取引
（責任者）
第70条 デリバティブ取引については、「職務権限表」に基づく手続きを経て、経理責任者が行う。
第１０章　決算会計

（目的）
第71条 決算は、General Corporation Law of California（カリフォルニア州一般会社法）、Regulation of Financial Statement（財務諸表規則」及びCorporation Tax Law（法人税法」の規定に準拠し、会計年度の経営活動の成果を計算するとともに、財政状態を明らかにすることを目的とする。
（区分）
第72条 決算は、期末決算、中間決算、月次決算とする。
（決算手続）
第73条 決算手続きについては、その都度、親会社財務部から連絡を受けるものとする。
（決算書類）
第74条 期末決算、中間決算に関する報告書類は、法令の定めるところとする。
2 月次決算に関する書類は、次の通り定める。
イ）Income Statement（損益計算書）
ロ）Balance Sheet：Assets、 Liability and Equity（貸借対照表）
ハ）Supporting Expense Schedule（販管費明細）
ニ）Satement of Changes in Net Assets（株主資本等変動計算書）
ホ）その他の資料
（会社法の定めによる決算書類の作成）
第75条 経理責任者は貸借対照表、損益計算書及び附属明細書を作成する。
（剰余金処分（案）の作成）
第76条 経理担当者を管理する経理管理責任者は、剰余金処分（案）を作成する。
附　則
本規程は、２０２２年４月１日から実施する。
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